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ー 八幡平発 、掘 り出 し物い っぱ い 一
それは、 「地域科学技術政策研究」 に関す る国際 ワー クシ ョップであ った 。平 成5年6月14日
(月)か ら15日(火)に か けて八幡平 ロイヤル ホテル(岩 手県松尾村)で 開催 された もので 、メ
イ ンテーマ は、 「グローバ リゼー シ ョンの進展下での科学技術資源の地 域化 」("Regionalization
ofScienceandTechnologyResourcesintheContextofGlobalizatioガ)とい ったが 、持続
的なイノベ ーシ ョンを引 き起 こしていけ る社会 を実現す るため には どうすればよいのか とい うこと
を 、地域科学技術政策 という観点か ら掘 り下げよ うとす るものであ った 。
開催地で ある岩手県松尾村か らの提供 による和太鼓 ア トラクシ ョン(外 国人の体験 コー ナーを含
む 。)も 飛び 出 し、開会前 日の歓迎 レセプ シ ョンか らやや異様 な(?)盛り上が りをみせつっあ った こ
の 国際 ワー クシ ョップは 、34名(海外17名、国内17名)の第1線 の研究者 ・政策担 当者 による発表
を得 て、様 々な視点 、分野か らの豊富な研究発表 と活発なデ ィスカ ッシ ョンで大盛 況であ った。発
表者 は、 日本 、アイル ラン ド、アメ リカ、EC委 員会 、イギ リス、イ ン ドネシア、オース トラ リア、
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韓 国 、中国 、 ドイツ 、フ ランスの11の国及び国際 機関か ら参加 してお り、総参加者数 は、142名。
また 、13都道府県か ら地方 自治体職 員の参加 もあ った。
この ワー クシ ョップは 、4っ の ワー クシ ョップ セ ッシ ョン(一 部 分科会形 式)と1つ の ナイ トセ
ッシ ョン及び2つ のラウ ン ドテーブルで構 成 されてお り、それぞれ のテーマ は次 のとお りであ った 。
ワー クシ ョップ1:地 域 における技 術革新 の促 進 と経済 開発 のための地方 行政 の役割
ワー クシ ョップ2:地 域型 セ ンター ・オブ ・エ クセ レンスの形成
ワー クシ ョップ3:サ イエ ンス ・パ ー ク/イ ノベー シ ョン ・セ ンターのマ ネジメン ト(分 科会)
ワー クシ ョップ4:企 業家風土 の創 出 とその環 境整備(分 科会)
ナ イ トセ ッシ ョン:地 方 自治体 による科学技術 政策 の 目標 を どこに設定すべ きか
ラウ ン ドテーブル1:地 域 における イノペ ー シyン 政策
ラウ ン ドテーブル2:グ ローバ リゼ ーシ ョンの進展下 での科学技術 資源の地域化
概略的な話は この程度 に して 、どんな研究発表 やデ ィスカ ッシ ョンが行われて きたのか とい うと
ころを覗いてみ ることに しよ う。
ゾ ×
fromHotDiscussiefi
ワー クシ ョップ1で は 、ECや アメ リカ 、中国 、日本な ど
での地域の研究開発活動を促進す るプ ログラムの具体 的な事
例紹介な どと同時 に、科 学技術活動の外部経済性 の議 論など
、継続的な イノベー シ ョンを引 き起 こ してい くための社会 シ
ステム及びその評 価方法 とい った 、地域科 学技術 政策 の新 し
いパ ラダイム についてのプ レゼ ンテー シ ョン及 びデ ィスカ ッ
シ ョンが行われた 。
その ワー クシ ョップ1の デ ィス カ ッシ ョンタイム に、ある ドイツか らの参加者が 、社会構造の革
新 、継続的 イノベー シ ョンに、一般的 な手法は存 在す るのか、それ とも一般 的手法は存在 しな くて
地域 に依存す るのか 、という問題提起 を行 った 。
肯定派の意 見。
地域は異 な った特徴があ るが 、共通の原則は存在 しているはずで ある。核 となる部分 を他の とこ
ろに当てはめて い くことがで きる。
科学技術 を振興す る仕組み には極めて多 くの仕組み(ハ ー ド ・ソフ ト両面 のメカニズム)が 存在
していることが示すよ うに 、確か に一般的な社会 システムの分析及 びその評価 は難 しい。 しか し、
中小企業 を中心 とした地域で のイノベー シ ョンプ ロセス を明確 にし、科学技術活動の外部経済性 も
含 んだ一般 的なインデ ィケー ターの開発は可能である 。
否定派の意 見。
いやいや 、集 団的 な学習プ ロセス に一般的な ものは存在 しないのだ。ステ ップバ イスチ ップ で進
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み 、協力的 ネ ッ トワー クの中で成育 し、経 験の共 有が進んでい く。長期的な協力 の中で 、何がで き
るのか を学ぶ こ とが重要 なのだ 。
…と、このよ うなデ ィス カ ッシ ョンが展 開されていたわけであ ります 。あ なたは何派?
「語録」
また 、このよ うな含蓄 のあ る発言 も耳 にできた 。
ワー クシ ョップ3「 サ イエ ンス ・パ ー ク/イ ノベ ー シ ョン ・セ ンター のマ ネジメン ト」か ら。
「サ イエ ンス ・パー クのマネジメ ン トは人間の能力 ・マ イ ン ドに委ね られ 、企業創出の根源 は、
個人の提案が拒 絶 される ことに由来す るフラス トレー シ ョンにある。」(ド イツ)
ラウ ン ドテーブル1「 地域 におけるイ ノベー シ ョン政策」か ら。
「地域 イノベ ー シ ョンの普 遍的方法論 はまだ確立 していないが 、キー フ ァクターは発見で きる。
現在は集 団的な学 習課 程にあ り、今後参加型 のシステムの導 入など、欧米での経験 を含 めた融合
を図 ってい くことが地域 科学 技術の発展 につなが る」(日 本)
プ レゼ ンテー シ ョンに登場 した 「3つの キー ワー ド」 を3つ 。
「研 究所 の設 立 には 、3つ のGM(グ ッ ド ・マ ンパ ワー 、グ ッ ド ・マ ネジメ ン ト、グ ッ ド・マネ
ー)が 大切であ る」(日 本)
「地 域政策の一般論 としてのポイ ン トは、中小企業 の奨励 、既存の技術基盤の拡大 、地理的環境
の変革 の3つ である」(ド イツ)
「プロセス と してのア ン トレプ レナー シップ の構成要素 は、意志 、構想力 、様 々な資源 を動員 ・
集結する能力の3つ である」(日 本)
まとめ
最後のラ ウン ドテーブ ル2の モデ レ一 夕ーを務 めたヒギ ンズ は、全体 の論点 と主なキー ワー ドを
次のよ うに整理 した 。
「全体を通 して 、組織 のマネジメ ン トと組織体制 、関係及び イン ター フェー ス(特 に地 方 と中央
の インターフ ェース)、 多様性 、が重要 な論点で あ った。議論 の内容 を示す主なキー ワー ドと して
は 、人間の ダイナ ミクス 、イ ンデ ィケー ターの研究 、企業 のプ ロモー シ ョン、ネ ッ トワー キング、
技術の グローバ リゼ ー シ ョン、地域 の参加 が挙 げ られる。」
そ して 、 「この会議 は この分野 の研究 の大 きな第1歩 で ある とともに、今後 も、こう した国際的
な ネ ッ トワー クを通 じて 、様 々なアイデ ィアを分かち合 うことが重要で ある」 と締め くくった 。
どうで したか 。掘 り出 し物い っぱいの イメージが多少は伝わ ったで しょうか 。科学技術 政策研究
所主催の国際 ワー クシ ョップの レポー トで した。(第2研 究 グループ)
一3一
∧//SτεP〃eレ γs
研究発表タイ トルー覧
ワ ー ク シ ョ ッ プ1
権田金治 日本
地域科学技術政策の観点から見た、研究開発 ・技術開発に関する
外部経済性
トム ・ヒ ギ ン ズ アイル ラ ン ド
ヨーロッパの後進地域におけるイノベーションと開発の推進:最
近の研究 ・技術開発投資計画の成果 と教訓'
久保孝雄 日本 地域における技術革新の促進 と経済開発のための地方行政の役割
ジ ャ ン ・ク ロ ー ド ・ペ ラ ン フラ ンス 新タイプの地域 レベル科学技術政策
ジ ョ セ ブ ・ダ ネ ッ ク アメ リカ 地域科学技術教育および研究インフラス トラクチャーの建設
斉藤優i 日本 地域の製造部門における地域産業技術 センターの新 しい役割
ド ウ ン ・ソ ー ペ ン 中国
中国の高新技術産業開発区におけるイノベーションと中国政府 の
マクロマネジメン ト
ワー クシ ョップ2
ミ ッ シ ェ ル ・デ ニ ス フラ ンス
寄生 の町か らセ ンター ・オブ ・エ クセ レンスへ;フ ラ ンスの テク
ノポ リス、 レンヌ
坂本保 日本 地方公設試験研究機関における研究活動 と研究開発ポテンシャル
ク ヌ ー ト ・コ シ ャ ッ キ ー ドイツ 技術基盤型企業のための政策;地 域 という文脈の中で
ヒ ュ ー グ ・ロ ー グ EC委員会 地域開発のための研究技術開発
佐田登志夫 B本 理研 による地域研究センターの形成
ウ ィ リ ア ム ・T・ ホ ー ガ ン アメ リカ ローエル産業 イノベー シ ョン構想
ラウ ン ドテー ブル1
タ ン ・シ グ オ 中国 中国 にお けるテクノロジーパー ク と地域 イノベ ーシ ョン政策
新家健精 日本 地域科学技術政策への展望
山本長史 日本 地域科学技術政策 と地域間の税金の流動メカニズム
ワー クシ ョップ3
'
石田名香雄 日本
サイエンスパークのマネジメン トと研究開発段階から産業応用段
階への移行
遠藤 浩 日本 京都 リサーチパークの開発 と運営
ハ イ ン ツ ・フ イ ー ドラ ー ドイツ
地域経済発展 におけ るサ イエ ンス ・アン ド ・テ クノロジー ・パ ー
クの役割
J,ム ル シ ト イ ン ドネ シア
イ ン ドネシアにおけ る研 究 ・科学技術 セ ンターの管理 シス テムの
進展
ノくリ 一ー ・E・ オ ー ル オース トラリア
産業関連の研究開発の商業化 を支援する環境の創造 一 テクノロ
ジーパーク ・アデレー トー
マ イ ケ ル ・ル ー ガ ー アメ リカ
米国における戦略的政策介入、知的インフラス トラクチャーおよ
び地域技術を基盤 とする成長
ワー クシ ョップ4
ゾ ル タ ン ・ 」 ・エ イ チ ス アメリカ
ボルチモァー ワシントン共通市場で企業家風土を確立する:バ イ
オテクノロジーの場合
金井一頼 日本
'
アン トレプ レナ ーシ ップの振 興の ためのメカ ニズム
エ ド ワ ー ド ・N・ ア ク ア アメリカ 地域 におけ る技術 移転:ア ン トレプ レナー シップ点火 スパ ー ク
ジ ン ジ ュ ー ・リ ー 韓国 韓国の企業家風土の創造および促進に関する文脈的考察
ジ ョ ン ・C・ ア レ ン イギ リス
煙突型産業からサンライズ産業へ:地 域において変化する企業家
風土
大滝精一 日本 企業家風土育成のための地域科学技術政策:東 北地方の事例
他 にナ イ トセ ッシ ョ ンでの事例 等の 発表 あ り
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1.最 近 の 動 き/CurrentTopics
○科学技術会議(内 閣総理大臣の諮問機関)本 会議 が6月7日 に開催 され 、宮沢総理大 臣か ら諮
問第21号 「先端的基盤科学 技術 に関す る研究 開発基 本計画について」が諮 問された。
なお 、同会議 において 、科学技術振興全般 に関す る意 見交換が 行われた際 に、大澤議 員か ら第
5回技術 予測調査 の結果(当 研究所が 昨年11月に発表 した成果:NISTEPREPORTNo.25)の概要 が
紹介 され た。
○ 主 要 来 訪 者 一 覧/ForeignVisitorstoNISTEP
6/10(木)
21(月)
22(火)
7/1(木)
VlctorNigon(フラ ンス ・リヨ ン第1大 学 名 誉 教授)
DavidKemp(オース トラ リア下 院議 員 他3名)
Deng-shoupeng(中国 国 務 院 発 展 研 究 中心 部 長 徳2名)
Dr.ThiloGrafBrockdorff(ドイ ツ ベ ル リ ン 日独 セ ンター 事 務 局 長 池1名)
○講演会等/LecturesatNISTEP
r科学技術庁長官賞受賞者講演会』
6/4(金)「 受賞研究活動の経験と教訓一有機スズを利用した台糖系生物活性物質の合成法の
開発一」
小川智也(東京大学教授兼理化学研究所主任研究員)
[講演要旨]
講演者は、有機スズを用いた種々の生物活性物質の合成法の開発に世界に先駆けて成功した
が・なかでも、抗ガン物質フ トラフールの新合成法の開発は国民の健康 ・福祉の増進のみなら
ず、科学技術の進歩、国内産業の育成発展に多大の貢献をした。講演では、受賞研究の背景と
動機、研究開発過程における経験や得られた教訓、研究開発の成功要因、研究者のあり方など
に触れるとともに、今後の我が国における独創研究に必要な条件と若者への提言などに言及し
た。
6/18(金)「国際間の科学技術協力における法律的諸問題について」
佐々木満雄(ア ンダーソン毛利法律事務所弁護士)
〔講演要旨コ
国際間の科学技術協力における法律的諸問題について、日米政府間の宇宙開発の事例を中心
として、損害賠償、知的所有権、財政責任、紛争解決の課題を紹介し日米双方の争点の分析が
示された。範囲を広げっっある今後の国際協力における相互取り決めには、宇宙開発に特有の
損害賠償に関する相互放棄(クロス ・ウェーバ)条項が含まれてくる可能性が示唆された。
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H。 レポ ー ト紹 介/HighlightoftheNewReport
情 報 技 術i振興 の た め の 政 府 助 成 共 同 研 究
Government-SponsoredCoiiab◎rativeResearch
toPro姐oteInf◎r阻ationTechnology
第1研 究グループ特 別研究員 テ ィム ・レイ
多 くの西欧 の観察者 に とって、 日本の通産省 によ り組織 された共 同研究方 式は 日本の コ ンビ ュー
〆
タ 、半導体部品産業の急速 な発展 に重要な役割を果た して きたよ うにみ える。 日本 の1981年 公
表 の第5世 代 コ ンピ ュー タシステム構想は 、い くつかの西欧の企 て、す なわ ち、 日本の競争能力 に
匹敵すべ く日本 式の共同研究(collaboration)を用いる ことによ り情報技術(IT)の さまざま
な構成分野 にお ける研究 を支援す る企てを促進 した 。しか しなが ら、これ らの西欧の方式の多 くは
日本の環境 に関連 したい くつかの特異性を十分 に考慮す るのに失敗 した ことを示唆す る証拠があ る。
本研究は 、なぜ政府がITの 支援のため に介 入す るのかを考察 し、支援政策 を異 なる型 、す なわ
ち 、IT政 策の三角形(ITPolicyTriangle)に分類す る。
クラス ターA:無 干渉 、分野不 特定 、供給 サイ ドの政策
(例lR&D課 税優遇措 置)
クラス ター・B:供 給サ イ ド、干 渉 、分野特定 の政策
(例:直 接補 助金 、政府支援共 同研究)
クラス ターC:分 野特 定 、需要 サイ ド、無干渉 の政策
(例:製 品の拡散/需 要 の刺 激)
クラス ター混合:上 記政 策の混合
(例:日 本 のIT政 策)
このモデル を 日本の コンピ ュー タ及び 関連産業 の発
分野不特定 展の 中で共 同研究の果た した役割 の変化 を評価す るの
に用 いた 。つ ぎに、西欧版の共 同研究 との比較で は、
繊 ⑥ 供給サイド競争力蜘 促進する罐 として共同研究カ ジェク
トの成功に影響する要因を同定する助けに用いた。
需酬 ド ◎ ⑧ 干渉
日本の 「国家技術革 新 システム」 による有効 なIT
分野特定 能力の開発 は日本 に特 有のい くつか の環境 に条件 付け
られていた 。初期 の政策 は 、IBMに よ りもた らされた威圧的な競争姿勢 に直面 して設立 され たコ
ンピ ュー タ産業 の基盤 のために経済的 な空間 を創造す ることに向け られていた。ひ とたび 日本が西
?
?
?
《?
6
∧〃STEP∧/el/レ's
欧 に追いつ き始め ると、立場 が変わ り始めた 。明確 な 目標 が失 われ 、技術発展 の急速 なペ ース に従
うIT産 業 に通産省がいかな る戦略方 向を与 え得 るかを見定 めるのは難か しくな った 。通産省 の対
応の一側面 は、共同基礎研究プロジ ェク トへの移 行であ った。第5世 代 コンピ ュータシステムプ ロ
ジ ェク トは新世代 コンピ ュー タ開発機構(ICOT)が 担 い 、従来 の応用指 向の技術研究組合(E
RA)か ら大 き く離脱 した 。あ る点では 、大学 研究 と強い伝統 的つなが りを もたない、技術革新 シ
ステムの中 に基礎研究要素 を築 く企て として見えた 。その成果 は参 加企業の進展す る商業 的要求 と
密接 に関連 して いなか った 。プ ロジ ェク ト作業 の多 くの面 が公 共的な基礎研究 の領域 に入 って いた 。
第5世 代 の挑戦 に対す る欧 州の反応 の例 と して 、英国の アルベイ計画(AlveyProgramme)は、
日本型の競争力 に匹敵す るように競争 前段階の共同研究 を活用 し得 る とい う期待が あ り、 日本 で達
成 された以上 に共 同研究 に多 くを求めた 。この計画は 、5年 間の予算を得 て83年 に始 ま り、その
共 同研究 は～領域 のタス クにはうま く適合 していたが 、それ 自体でIT分 野 の競争 力を育成す るに
は十分 な機構で はなか った。アルベ イに引 き続 き、ECは 技術先導型の欧州IT研 究計画(ESP
RIT)を84年 に 、それ を補完す る市場先導型のユー レカ(EureKa)計画 を85年 に開始 した。
第5世 代 に対す る米国 の反応 として 、政府の関与 しない形で民間企業の支 援で82年 に半導 体研
究組合(SRC)、 マ イ クロエ レク トロニ クス/コ ンピュー タ技術組合(MCC)が 設立 された。
80年 代 に米 国で独 占禁止法 の規制(日 本 は57年 に除去)が 緩和 され 、その結果 として競争 に
対す る根本 的に新 しい姿勢 を明確 に した。半導体 の先導 的研究 を行 うセマテ ック(Sematech)のよ
うな連邦政 府支援 のIT構 想 が国家技術革新 システムを改善す るモデル と して政策 に取 り入れ られ
た 。
欧米の政府によって進められた民間企業の共同研究プログラムで形成されたネットワークは、散
在する研究資源を結合するのにも役立ったが、研究によって導かれる技術革新という未知の領域に
いかに上手に突き進むかという問題を解決するものではない。知識創造の有効なツールになる可能
性を有する一方で、それらが自動的に競争能力を強めるという説にも注意が要る。
これらの比較から導かれる中心的メッセージは、市場修正機構としての共同研究の利用は、異な
る国の間で変化する市場構造の複雑な様相を適切に考慮すべきであるということである。日本の共
同研究方式は徐々に進化し、それらの発展は日本に特有の多くの要因により形成されてきた。もし・
これらの要因が看過されると、共同研究モデルを異なる国の環境に移植する企ては、適応性の問題
に直面し、意図した形で機能させることに失敗するという可能性が強い。
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皿.そ の他/OtherTopics
○ 人 事 往 来/Staff
・第2調 査 研 究 グル ー プ 総 括 上 席 研 究官 に 、同 グル ー プ塚 本 勝 上 席 研 究 官 が7月1日 付 けで 昇 任
した 。
○ 海 外 出 張
5/25～6/4遠 藤 第1調 査 研 究 グ ル ー プ特 別 研 究 員(国 立試 験 研 究 機 関 に関す る 日米 比 較 共 同
研究 打合 せ 及 び情 報 交 換)
6/14～7/2桑 原 第2調 査 研 究 グル ー プ 上 席 研 究 官(技 術 予 測 に係 る 日独 比 較 調 査 研 究)
6/27～7/1柴 田総 務 研 究 官(第2回 日中 科 学 技 術 シ ンポ ジ ウ ム 出 席 、発 表)
○ 成 果 物 の発 行案 内
●NISTEPSTUDYMATERIALNo.271nternationalComparisonofRealR&DExpenditures
andPurchasingPowerParities(Summary)
TheThirdPolicy-orientedResearchGroup
TakaoKiba,YuheiWatanabe
・NISTEPSTUDY){ATERIALNo.28ComparativeStu(lyonCareerDistributionandJob
ConsciousnessofEngineeringGraduatesinJapan
andtheU.S.
lstPolicy-orientedResearchGroup
MasamichiIshii,YoshikoYokoo,YukihiroHirano
編集 ・発行 科 学 技 術 庁 科 学 技 術 政 策 研 究 所 「政 策 研 ニ ュー ス 」 編 集 委 員 会
(担当:情 報 シ ス テ ム 課)
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NationalIflstituteofScienceandTechnologypolicy,
ScienceandTechnologyAgency,Japan
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